①
商店街・商店群創生事業（地域商店街・商店群活性化支援事業）
テーマ設定型商店街応援事業
１　趣　　旨
商店街創生センター職員やセンターが派遣する専門家が助言等を行った上で、事業の成果・目標等を明確にし、それぞれの商店街がステージに応じて、新たな一歩・更なる一歩を踏み出すためのスタートアップから自立支援まで、自らが設定したテーマに基づく、活性化策の実現に向けた取組に対して補助する。
２　事業内容
	 補助対象
 事　　業

	・商店街（群）自らが認識する成り立ちや現状・課題、強み等を踏まえ、商　店街創生センターが作成した「商店街カルテ」に基づき、同センターと商　店街とが３年程度のビジョンや獲得目標の共有を行った上で、継続的に実　施する事業

	
	
	【事業例】
○　活性化事業への取組の意欲はあるものの、何をすればよいかわからずこれまで補助金活用
　実績のない商店街が行う「ワークショップ」、「研修会・勉強会」、「試行事業」などの最初の一歩への応援事業（２年目、３年目は「試行事業」を発展させることが前提。）
○　免税一括カウンターやイートインスペースの整備などのハード事業と連携し、多言語対応
　などの取組を行う「外国人おもてなし商店街」づくり事業
○ カード事業の導入などにより、買い物弱者へのサポートなど地域の生活支援等を行う「コ
　ミュニティ商店街」づくり事業
○　商店街「ならでは」の高付加価値化に特化した「こだわり商店街」づくり事業　　など
	

	 補助対象
 事 業 者

	　商店街団体（商店街振興組合、商店街・小売市場における事業協同組合、任意団体の商店街等、商工会、商工会議所等。ただし、「商店街カルテ」が整備された商店街団体に限る。）

	 補助対象
 経　　費

	＜ソフト部分＞
　　専門家等への報償費・旅費、会議費、使用料・賃借料（店舗等賃借料に　ついては６ヶ月以内）、広報費、資料費、消耗品費、通信運搬費、印刷製　本費、雑役務費、調査費、機器借上料、委託料（ただし委託内容は上記に　準じるものであること）等
＜ハード部分＞
　　工事費、備品購入費

	 補 助 率
	　ソフト部分：３／４以内、ハード部分：１／２以内

	補助限度額
	　１団体　１，５００千円（下限２００千円）

	 備　　考

	・実施する事業は､商店街創生センターと商店街団体とがビジョンや目標を　共有した上で、課題を克服し、又は、強みを伸ばすための事業であること。
・事業の推進にあたっては、商店街創生センターの助言を受けること。
・特に厳しい状況にある商店街団体の取組を優先採択するものとする。
・最大３年間まで継続して補助申請を行うことができるものとする。（採択　は、単年度ごとに事業内容で判断）
・これまで実施した実績のある継続事業は、原則対象外とする。（ただし、　平成２６年度又は平成２７年度に実施した京の商店街いちおしづくり事業　と合わせて、３年間は本事業による補助の対象とする。）

	スケジュール
（見込み）

	３月～　　　　　　　希望調査実施（商店街創生センター相談受付）

５月～　　　　　　　内示

内示後１ヶ月以内  　交付申請書の提出




②
商店街・商店群創生事業（地域商店街・商店群活性化支援事業）
商店街にぎわい施設・設備整備事業
１　趣　　旨
商店街が地域コミュニティ、買い物機能の維持・強化のために行う賑わいづくりや安心・安全の確保のための施設整備、国事業の導入による全国モデル型の商店街の施設整備や集客事業等を後押しする。

２　事業内容
　●商店街にぎわいづくり戦略事業（府単費）
	 補助対象
 事　　業

	①　一括免税カウンター、イートインスペースの整備等の戦略的なにぎわい　づくり、休憩所、ベンチ、トイレなど、商店街の集客に効果がある施設の　整備

②　防犯カメラ、街路灯、緊急放送設備、危険防止施設など、商店街のコミ　ュニティ機能の強化に役立つ施設の整備

	 補　　助
 対 象 者
	　商店街振興組合、商店街・小売市場における協同組合・任意団体、商工会、商工会議所等

	 補 助 率

	＜防犯カメラの新設＞

　１／２以内（且つ市町村が補助する額の1.5倍以内)
＜防犯カメラの新設以外の整備＞

　１／３以内（且つ市町村が補助する額の範囲内）

	 限 度 額
	　２，０００千円（下限：２００千円）

	 備　　考

	・京都市内に所在する団体は直接補助

・その他の市町村に所在する団体は市町村間接補助

	スケジュール
（見込み）

	３月～　　　　　　　希望調査実施

５月～　　　　　　　内示

内示後１ヶ月以内  　交付申請書の提出




●地域商店街活性化支援事業（国庫補助上乗せ）
	 補助対象
 事　　業
	　国の地域・まちなか商業活性化支援事業（地域コミュニティ、買物機能の維持・強化型）の支援を受けて実施する事業

	 補　　助
 対 象 者
	　商店街振興組合、商店街・小売市場における協同組合・任意団体、商工会、商工会議所等

	 補 助 率
	　１／９以内（且つ市町村が補助する額の範囲内）

	 限 度 額
	　５０，０００千円

	スケジュール
（見込み）

	３月～　　　　　　　希望調査実施

国の事業採択内示後　内示

内示後１ヶ月以内  　交付申請書の提出




③
平成２８年度
地 域 消 費 緊 急 拡 大 事 業
１　趣　　旨
    景気回復がなかなか地方まで及ばず、地域経済が非常に厳しい状況にある中、商店街や商工会・商工会議所等が実施する「プレミアム付き商品券」の発行等を支援し、推進することにより、地域消費を刺激し、商店街等への誘客促進や地域の活性化を図る。

２　事業内容
	 補助対象  事　　業
	　プレミアム付き商品券の発行



	 補助対象  事業者
	　商店街団体（商店街振興組合、商店街・小売市場における事業協同組合、　任意団体の商店街等、商工会、商工会議所等）

	 補助対象
 経　　費
	  プレミアム商品券の発行に係るプレミアム負担分



	 補 助 率

	　１／３以内



	 備　　考

	・本事業により発行される各地域の商品券を、介護保険返戻事業（原則、９月頃に京都府が買上、配付）にも活用するため、実施時期については、これに対応できるものとすることが必要

	スケジュール
（見込み）

	３月～　　　　　　　希望調査実施

５月～　　　　　　　内示（発行団体の確定）

８月中旬　　　　　　発行団体へ介護保険返戻対象者への必要数を連絡

９月中旬　　　　　　介護保険返戻対象者へ商品券発送




３　参　考
    27年度は地方創生交付金を活用した商品券事業を実施。

　　介護保険返戻分については、「健康長寿応援券」として、介護保険返戻の対象者向けの商　　品券として取り組んだ。
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